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 港湾は一般市民の馴染みが薄く、日常生活への直接的関連性が薄い場合が多い。そのため、

一般市民にとって港湾による経済効果を実感することは難しい。しかし、港湾は企業にとって

極めて重要なインフラ施設であり、地域経済や地域雇用に密接に関わっている。その効果を定

量的に且つ簡易に示す手法が産業連関分析である。本稿では高松港コンテナターミナルを事例

とし、コンテナ貨物の取扱が地域経済に与える効果を直轄職員自ら算出。その結果と産業連関

分析による今後の展望を報告する。 
 

キーワード 経済波及効果、産業連関分析、直轄職員自ら、定量的 

 
 

1.  はじめに 

 港湾は海上輸送の役割を担う極めて重要なインフラ施

設であり、地域経済や地域雇用に密接に関わっている。 
 一方で、港湾は一般市民の馴染みが薄く、日常生活へ

の直接的関連性が薄い場合が多い。そのため、一般市民

にとって港湾による経済波及効果を実感することは難し

い。 
その効果を定量的且つ簡易に示す手法が産業連関分析

である。インフラの整備効果にはフロー効果とストック

効果がある。産業連関分析を用いてフロー効果を定量的

に示している事例はストック効果よりも多くある。しか

し、それらの多くはコンサルタント等に外注して算出し

たものと考えられ、ましてストック効果を直轄職員自ら

算出した事例は少ないと考えられる。 
本稿では、既往研究1)にて示されている港湾分野での

簡易手法を参考に、直営にて高松港コンテナターミナル

を事例とした分析を行った。分析により算出したコンテ

ナ貨物の取扱が地域経済に与える効果と産業連関分析を

用いた今後の展望を報告する。 
 
 

2.  分析手法の概要 

 
(1)  産業連関分析の概要 

 産業連関分析とは、産業毎の経済の広がりを定量的に

示すための分析手法である。産業連関分析を用いて経済

波及効果を算出した事例を表-1に示す。ここから、産業

連関分析は様々な事例において用いることができる手法

であることがわかる。また、産業連関分析の分析フロー

を図-1に示す。産業連関分析は各産業の単位あたり営業

収入に各係数を乗じていくことで直接効果、一次波及効

果、二次波及効果を算出する。そして、この3つの効果

の合計が経済波及効果となる。算定を行う際に必要とす

る各係数の多くは、各都道府県が公表している産業連関

表の投入係数表及び逆行列係数表に示されている。つま

り、産業連関分析は、各産業の単位あたりの営業収入を

把握することができれば誰でも簡単に分析を行うことが

できる手法である。 
 
表-1 産業連関分析にて経済波及効果を算出した事例 

 

 

図-1 産業連関分析フロー 
 



 (2)  港湾分野での産業連関分析 

既往研究1)では、コンテナ貨物取扱による経済波及効

果を産業連関分析により簡易に算定する手法を示してい

る。 
前節でも述べたとおり、産業連関分析を行うためには

単位あたりの営業収入を把握する必要がある。そのため、

まずは図-2で示すとおり活動内容の違いから産業を分類

し、産業毎のコンテナ貨物取扱量(1TEU)あたりの営業収

入を定める。 
港湾関連産業の営業収入は、タグボート料、パイロッ

ト料、綱取放料等の合計となるが、これらを把握するた

めには複数の企業にヒアリング等を行う必要がある。そ

のため、既往研究1)では港湾関連産業の1TEUあたりの営

業収入を企業ヒアリング等の結果から22千円とし、簡易

的に分析を行うことができるように示している。 
その他産業の営業収入は、主に港湾局が公表している

全国コンテナ貨物流動調査の品目別のFOB/CIF価格から

定めることが可能である。FOB/CIF価格の構成は図-3に
示す。しかし、コンテナ貨物取扱による営業収入を把握

するためには、対象コンナテの中身(製造品なのか原材

料なのか)等により細かな補正が必要となる。そのため、

既往研究1)ではそのような補正を踏まえ、コンテナ貨物

取扱による営業収入の算定方法を表-2のとおり示してい

る。 
 

 
図-2 活動内容の違いによる産業分類 

 

 

図-3  FOB/CIF価格の構成 
 

表-2 1TEUあたりの営業収入の算定方法 

 

3.  高松港コンテナターミナルでの経済波及効果 

 

(1)  高松港コンテナターミナルの概要 

 高松港コンテナターミナル(図-4参照)は中国・韓国と

の定期航路を有しており、外貿コンテナ貨物取扱量の推

移を図-5に示す。取扱量は平成27年から増加傾向であり、

令和元年には40,238TEU(実入りコンテナは30,271TEUで輸

出が10,126TEU、輸入が20,145TEU)となった。 

 また、高松港では坂出港と併せて長期構想委員会を設

置している。長期構想委員会は、概ね20～30年先の長期

を見通した港湾の姿を想定し、物流、交流、維持管理な

どの総合的な方針について、策定をするものである。そ

の中で、高松港は四国一の国際コンテナ物流拠点であり、

地域産業の持続的発展を支える港であることを一般市民

に対し理解してもらう必要がある。 

 上記のような現状を踏まえ、本稿では一般市民に対し、

港湾による経済波及効果を定量的に示すことができるよ

うにするため、高松港コンテナターミナルを事例として

産業連関分析を行う。 

 

 

図-4 高松港CT位置図 

 

図-5 高松港CTにおける外貿コンテナ貨物取扱量の推移 

 

(2)  算定に用いるデータの概要 

 経済波及効果の算定に際し用いたデータを図-6に示す。

平均往復輸送距離以外はすべて公表データから得ること



ができる。 

平均往復輸送距離は高松港コンテナターミナルを利用

する主な企業の立地状況から20kmと設定した。これを既

往研究1)で示されている陸上輸送費の算定式(1a)に代入

することで算定に必要なデータを得ることができる。 

 

 

図-6 算定に用いたデータ 

 

 

(3)  経済波及効果の算出 

 前節までに示した算定手法及びデータを用いて、高松

港コンテナターミナルを事例とした外貿コンテナ貨物取

扱量による経済波及効果の算出結果を図-7に示す。算出

の結果、2019年の年間経済波及効果は約70億円となった。 

年間の経済波及効果を算出する際に乗じたコンテナ数

は、県外貨物取扱量を除いたものである(県外貨物取扱

率は輸出時が14%、輸入時が21%)。県外貨物取扱率も全

国輸出入コンテナ貨物流動調査から得ることができる。 

 1TEUあたりの経済波及効果を産業別に見ると、輸出依

存産業が最も高いことがわかる。 

 

 

図-7 経済波及効果算出結果 

 

(4)  雇用効果の算出 

 産業連関表には雇用係数も示されており、各産業の経

済波及効果に乗じることで雇用効果も算出することがで

きる。前節での算出結果を踏まえ、雇用効果を算出した

結果を図-8に示す。算出の結果、2019年の年間の雇用効

果は304人となった。 

 近年の労働生産性の上昇により、製造業の雇用係数は

小さいが、経済波及効果が大きいため雇用効果の過半数

を輸出依存産業が占めている。 

 

図-8 雇用効果算出結果 

 

(5)  税収効果の算出 

 外貿コンテナ貨物取扱は経済波及効果をもたらすだけ

ではなく、地域の税収増加にも繋がる。経済波及効果の

算定過程で算出される雇用所得や消費支出額等はその地

域の事業税や住民税、地方消費税となる。前節での算定

過程で算出した雇用所得等を用いて、税収効果の算出を

行った結果を図-9に示す。算出の結果、2019年の年間税

収効果は約15億円(うち県税が10億円、市税が5億円)と

なった。 

 

 

図-9 税収効果算出結果 

 

 

4.  結論 

 

既往研究1)にて示された算定式を用いて産業連関分析

を行った結果、高松港コンテナターミナルにおける外貿

コンテナ貨物取扱量が地域に与える経済波及効果は年間

約70億円であり、2019年の香川県名目GDPの約0.2%を占

めている。2019年の日本経済に大きな影響をもたらした

ラグビーワールドカップの経済波及効果も国内名目GDP

の0.1%程度であったことから、高松港コンテナターミナ

ルの外貿コンテナ取扱貨物量が地域に与える影響は大き

いことがわかる(図-10参照)。 

また、雇用効果は年間304人であり、税収効果は年間



約15億円(うち県税10億円、市税5億円)であった。県税

の税収効果は2019年香川県の歳入額(県民税+法人事業税

+地方消費税)の約0.8％を占めており、市税の税収効果

は2019年の高松市歳入額(市税)の約0.8%を占めている

(図-11参照)。 

これらの効果は、コンテナ貨物取扱量を維持していく

ことで毎年生じる効果となる。 

産業連関分析の結果からは、住民税、事業税、地方消

費税のみの把握となり、高松港コンテナターミナル背後

に立地する企業の固定資産税や入港船舶に対して課され

る特別とん税等は反映していない。そのため、実際には

これ以上の税収が期待できる。 

 

 

図-10 高松港CTとラグビーWCの経済波及効果比較 

 

 

図-11 税収効果の歳入額に占める割合 

 

 

5.  今後の展望 

 

 産業連関分析により、高松港コンテナターミナルの外

貿コンテナ貨物取扱量による経済波及効果を定量的に示

すことができた。1TEUあたりの経済波及効果を算出する

ことで、今後の外貿コンテナ取扱増加による地域経済へ

の影響も定量的に把握することが可能となる。これによ

り、インセンティブ制度の採算性の評価も可能となる

(図-12参照)。また、高松港コンテナターミナルは輸入

量に比べると輸出量が少ない。これにより空コンテナが

発生し、空コンテナの置き場不足や、余分な輸送費が生

じることが以前からの課題である。もし輸出量が増加す

れば空コンテナによる輸送費の削減とともに、地域経済

への波及効果も大きくなる。本稿の算出結果を踏まえ、

新規航路開設に向けたインセンティブ制度の策定、見直

し等への提案及び外貿コンテナ輸出の増加へ向けた取り

組みを行っていく。 

 高松港では坂出港と併せて長期構想委員会を設置して

いる。前章でも示したとおり産業連関分析は様々な事例

で経済波及効果を算出することができる。今後は坂出港

を事例とし、麦の輸入やコークスの輸出等主要品目別で

の経済波及効果も算出し、長期構想委員会の場で高松港

と併せ、両港が地域経済と地域雇用に密接に関わってい

る施設であるかを定量的に示していく予定である。 

最後に、本稿では既往研究1)を参考とし、港湾分野に

おける産業連関分析を直轄職員自ら行った。産業連関分

析は、営業収入を定めることができれば誰でも簡単に経

済波及効果を算出できる手法である。近年、各行政機関

の財政状況が厳しい中、コンサルタント等への外注では

なく直轄職員自ら行うことが一般市民の理解を得ていく

上でも大切な要素になると考える。本稿を通して、産業

連関分析は簡単で、直轄職員自ら算出可能な分析手法で

あることが伝われば幸いである。 

 

 
図-12 インセンティブ制度の採算性の評価 
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